
２
０
２
６
年
９
月
３
日
に
厚
生
労
働
省

よ
り
、
２
０
２
６
年
度
の
地
域
別
最
低
賃

金
額
の
答
申
状
況
が
公
表
さ
れ
ま
し
た
。

今
年
度
の
改
定
額
の
全
国
加
重
平
均
は
、

１
，
１
７
７
円
で
昨
年
度
か
ら
の
上
昇
額

は
、
５
６
円
と
な
り
、
目
安
制
度
が
始
ま
っ

て
以
降
最
も
高
い
上
昇
額
と
な
っ
た
昨
年

度
に
次
ぐ
２
番
目
に
高
い
引
き
上
げ
額
と

な
り
ま
し
た
。

今
年
度
の
目
安
額
は
、
物
価
の
上
昇
が

鈍
化
し
て
い
る
こ
と
や
、
依
然
と
し
て
賃

上
げ
資
源
の
確
保
が
難
し
い
企
業
も
存
在

す
る
こ
と
を
考
慮
し
た
結
果
、
全
国
加
重

平
均
の
引
き
上
げ
額
は
過
去
最
高
と
な
っ

た
昨
年
度
を
下
回
り
、
５
５
円
と
な
り
ま

し
た
。
（
昨
年
度
は
、
６
３
円
）

・
Ａ
ラ
ン
ク
（
大
都
市
圏
）

５
４
円

・
Ｂ
ラ
ン
ク
（
中
位
道
府
県
）
５
６
円

・
Ｃ
ラ
ン
ク
（
低
位
県
）

５
６
円

最
低
賃
金
の
目
安
制
度
に
お
い
て
は
、

中
央
最
低
賃
金
審
議
会
で
示
さ
れ
た
目
安

額
を
参
考
に
各
地
方
最
低
賃
金
審
議
会
で

審
議
が
行
わ
れ
、
各
都
道
府
県
労
働
局
長

に
対
し
て
改
正
額
の
答
申
が
な
さ
れ
ま
す
。

昨
年
度
は
１
１
県
が
目
安
額
に
１
０
円

以
上
、
上
乗
せ
す
る
な
ど
目
安
額
を
大
幅

に
上
回
る
と
答
申
が
な
さ
れ
、
近
隣
県
等

の
過
度
な
競
争
や
最
下
位
回
避
の
意
識
に

よ
り
地
域
の
実
態
と
乖
離
し
た
引
き
上
げ

と
な
っ
た
の
で
は
と
い
う
疑
義
が
メ
デ
ィ

ア
等
か
ら
呈
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、
大
幅

な
引
き
上
げ
を
行
っ
た
県
で
は
、
使
用
者

側
の
準
備
期
間
に
配
慮
し
て
発
効
日
を

「
法
定
発
効
」
よ
り
も
後
ろ
倒
し
に
す
る

「
指
定
日
発
行
」
と
す
る
傾
向
が
見
ら
れ
、

結
果
と
し
て
地
域
間
の
発
効
日
に
大
き
な

ば
ら
つ
き
が
生
じ
、
一
時
的
に
地
域
間
格

差
が
拡
大
す
る
ほ
か
、
年
度
ご
と
に
発
効

時
期
が
大
幅
に
変
動
す
る
こ
と
で
、
労
使

双
方
の
予
見
可
能
性
が
損
な
わ
れ
る
お
そ

れ
が
あ
る
と
い
う
課
題
が
生
じ
ま
し
た
。

こ
う
し
た
動
向
を
背
景
と
し
て
、
今
年

度
は
３
７
都
道
府
県
で
通
例
の
１
０
月
中

の
発
効
が
決
定
さ
れ
、
最
も
遅
い
沖
縄
県

で
も
１
２
月
２
日
に
発
効
と
さ
れ
て
お
り
、

大
き
な
ば
ら
つ
き
は
生
じ
ま
せ
ん
で
し
た
。

Ａ
ラ
ン
ク
地
域

東
京
都
（
目
安
額
と
の
差
額
＋
５
４
円
）

１
，
２
８
０
円

発
効
日
１
０
月
１
日

神
奈
川
県
（
目
安
額
と
の
差
額
＋
５
４
円
）

１
，
２
７
９
円

発
効
日
１
０
月
１
日

千
葉
県
（
目
安
額
と
の
差
額
＋
５
５
円
）

１
，
１
９
５
円

発
効
日
１
０
月
１
日

埼
玉
県
（
目
安
額
と
の
差
額
＋
５
５
円
）

１
，
１
９
６
円

発
効
日
１
０
月
１
日

Ｂ
ラ
ン
ク
地
域

茨
城
県
（
目
安
額
と
の
差
額
＋
６
２
円
）

１
，
１
３
６
円
発
効
日
１
０
月
１
８
日

栃
木
県
（
目
安
額
と
の
差
額
＋
５
７
円
）

１
，
１
２
５
円

発
効
日
１
０
月
１
日

群
馬
県
（
目
安
額
と
の
差
額
＋
５
７
円
）

１
，
１
２
０
円

発
効
日
１
０
月
３
日

な
お
、
９
月
３
０
日
現
在
の
情
報
を
基
に
作
成

し
て
お
り
ま
す
。

門
限
破
っ
て
「
ご
め
ん
な
さ
い
」
、

外
国
人
技
能
実
習
生
に
反
省
文
を
強
要
し

た
監
理
団
体
に
賠
償
命
令
「
過
度
に
自
由

を
制
約
」
裁
判
所
が
認
定
す
る
。

◆
「
反
省
文
の
強
要
」
に
対
す
る
評
価

反
省
文
の
強
要
に
つ
い
て
は
、
外
出
の

自
由
を
過
度
に
制
約
す
る
不
法
行
為
で
あ

る
と
断
じ
た
。

「
一
定
の
注
意
指
導
を
行
う
こ
と
自
体

は
直
ち
に
行
動
の
自
由
を
過
度
に
制
約
す

る
も
の
と
ま
で
は
い
え
な
い
も
の
の
、
反

省
文
の
作
成
及
び
提
出
は
、
ル
ー
ル
違
反

に
対
す
る
懲
罰
と
し
て
の
側
面
が
あ
る
こ

と
は
否
定
で
き
ず
、
こ
れ
に
よ
り
、
自
ら

が
届
け
出
た
内
容
を
遵
守
し
な
け
れ
ば
、

反
省
文
の
作
成
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
と
し

て
、
外
出
先
で
の
行
動
を
控
え
た
り
、
ひ

い
て
は
、
外
出
す
る
こ
と
自
体
を
控
え
た

り
す
る
な
ど
の
萎
縮
的
効
果
を
生
じ
さ
せ

た
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
か
ら
、
外
出
の

自
由
を
過
度
に
制
約
す
る
も
の
と
言
わ
ざ

る
を
得
な
い
」

「
そ
の
文
量
や
作
成
時
の
状
況
、
技
能

実
習
生
ら
が
有
す
る
日
本
語
能
力
か
ら
推

認
さ
れ
る
作
成
の
困
難
度
に
照
ら
し
、
ル
ー

ル
を
遵
守
さ
せ
る
方
法
と
し
て
明
ら
か
に

行
き
過
ぎ
が
あ
っ
て
、
技
能
実
習
生
ら
の

行
動
を
尊
重
す
る
観
点
か
ら
許
容
す
る
こ

と
は
困
難
で
あ
り
不
法
行
為
を
構
成
す
る
」

以
上
を
踏
ま
え
て
、
裁
判
所
は
監
理
団

体
に
対
し
て
、
５
～
１
０
万
円
の
慰
謝
料

支
払
い
を
命
じ
た
。

◆
「
虚
偽
説
明
」
に
対
す
る
評
価

「
勤
務
先
等
の
選
択
に
要
す
る
具
体
的

な
要
件
や
手
続
き
に
関
す
る
情
報
を
提
供

す
る
に
際
し
て
は
、
公
的
機
関
に
正
式
に

問
い
合
わ
せ
る
な
ど
し
て
、
で
き
る
限
り

正
確
な
情
報
を
提
供
す
べ
き
で
あ
る
」

義
務
を
怠
っ
た
過
失
が
あ
る
と
し
て
裁

判
所
は
監
理
団
体
に
対
し
て
、
過
失
利
益

７
７
万
の
支
払
い
を
命
じ
た
。
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「
地
域
別
最
低
賃
金
額
」答
申
状
況
が
公
表

「
反
省
文
」
強
要

賠
償
命
令

首
都
圏
の
最
低
賃
金

北
関
東
の
最
低
賃
金


